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臨床看護における行動分析学に基づいた準実験研究の現状と課題

―2007年～ 2017年の文献検討―

矢吹明子 1）

Ⅰ．はじめに

　看護研究において，十分な根拠（エビデンス）のある成果を得るためには，観察や調査のような根拠とし
ての曖昧さが多く残る研究方法ではなく，介入群（実験群）と対象群（統制群）を設定してのランダム化比
較試験（randomized controlled trial：以下 RCT と略す）のような，ケアの効果を科学的に確認することの
できる実験デザインを用いた研究の増加が，重要であると考えられている．しかし，多くの看護分野の研究
の場合，介入群と対象群の無作為化による抽出は想定しても，実際には群間における変数を均等にするのは
難しく，対象が人であるために，厳密に病状や環境，生活習慣などが同一である対象群を選定し，規定し
た操作を加えての完全な臨床での実験デザインは，我が国において極めて少ないのが現状である（新田ら，
2004）
　実験デザインの１つに，心理学者の B. F. Skinner が創設した徹底的行動主義を理論的土台にした学問体
系であるシングルケースデザイン（Single-Case Designs：以下 SCD と略す）がある．この SCD は統制条件

（baseline：以下 BL と略す）を作り出し，意図的に操作した上で条件間比較を行っている．また，SCD は量
的研究といっても，質的研究のように研究対象者数が非常に少なく，一人ずつの対象者に対して，BL と実
験条件という両条件のもとで，測定が行われる点に，RCT との違いがある．
　看護場面においては，そのケアが対象者個人の行動や，身体状態をどう変化させるかといった，介入前か
ら介入後のプロセスを研究する場合が多い．そのため，石井（2014）は，RCT の介入群（実験群）と対象群（統
制群）を設定しての群間比較法よりも，看護ケアのエビデンスを強めるためには，むしろ SCD を用いる方
が適切であり，効果的であると言っている．しかし，SCD や行動分析学，加えて行動分析学の中にある実験
的行動分析などの知見を，人間の社会的，臨床的な問題の解決に役立つ行動の研究に応用する学問分野（今
本ら，2003）を取り入れた看護研究が，国内ではどのような対象者に対して，どのような実験デザインで
実際に行っているのか，レビューしたものは見当たらない．
　そこで，本研究では，国内の行動分析学に基づいた SCD や応用行動分析も含めた準実験による看護研究
の中の，原著論文を検討することによって現状を把握し，今後の臨床での看護研究を推進する上で必要とさ
れる課題を明らかにすることを目的とする．

Ⅱ．研究方法

１．対象文献の選定方法

　医学中央雑誌 Web 版（Ver. 5）にて，2007 年 1 月から 2018 年 8 月現在までの過去の 10 年間の行動分
析学に関連した看護研究の文献を検索した．検索式は，“シングルケースデザイン” AND “看護”では 3 編
のみであり，さらに“（シングルケースデザイン OR 行動分析学 OR 応用行動分析）” AND “看護”にした結果，
40 編の文献が検索された．
　加えて，メディカルオンラインにおいても，上記同様に検索して該当した 20 編のうち，医学中央雑誌と
重複していない文献は１編であった．合計 41 編のうち，原著論文は 15 編であった．この原著論文の中で，
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独立変数ならびに従属変数が明記されていない事例研究や，SCD に必要な複数回測定での統制条件（BL）
がなかったもの，従属変数の測定が 1 回だけで比較検討したもの 8 編を除き，残り実験デザインであった
7 編について文献検討を行った．

２．分析方法

　分析対象の原著論文 7 編について，A．研究目的，B．対象，C．研究デザイン，D．独立変数（介入支援・
強化刺激 )，E．従属変数（評価指標・標的行動 )，F．結果について，マトリックス方式にて分類し分析を行っ
た（表 1 参照）．

Ⅲ．結果

　最終的に検討対象となった 7 文献の概要の一覧を表 1 に示した．
（表内の BL はベースライン期であり，PR はプローブ期，FU はフォローアップ期である．） 以下，本文中に
示す（　）内のまる数字は，表 1 の文献番号に対応したものである．

１．目的と対象

　7 文献のうち，応用行動分析に基づいた介入の効果を検討したものが 4 編（①，④，⑤，⑦）であり，独
自の指導・訓練プログラムの効果の検討を目的としたのは 3 編（②，③，⑥） あった．
　対象者が 1 名の研究は計 4 編で，運動障害性構音障害の 60 代女性（④），脳梗塞による重度片麻痺の 70
代男性（⑥），両側変形性膝関節症の 70 代女性（⑦），そして介護老人保健施設に勤務する看護師（⑤）が
対象であった．いずれも研究者が独立変数（介入支援あるいは， 強化刺激）の影響を調べるために，統制条
件（BL）を作りだして意図的に操作し，実験条件という両条件のもとで測定が行われ，個別性を重視した
事象を対象とした SCD の研究であった．
　対象者が複数であった残り 3 編は，妊娠糖尿病の褥婦 4 名（①）や，4 歳児クラスの園児 16 名（②），そ
して，心臓手術後のリハビリテーションの患者 16 名と 7 名（③）であった．

２．研究デザイン

　SCD の中で最も基本的実験デザイン BL での従属変数（A）の測定と，介入期の従属変数（B）を測定した
AB デザインをとっている研究は 4 編（①， ②， ⑤， ⑦）であり，そのうち１編（⑤）は，介入後に追跡調査
も行っていた．しかし，AB デザインにフォローアップ（従属変数の変化が持続しているかどうかについて，
介入後に追跡的に調べること）の測定も行っていた．しかし，内的妥当性の高い ABAB デザインは，2 編（④，
⑥）だけであり，時間差コントロールデザインとも呼ばれている同一環境下で，相互に類似した被験者に，
次々に特定の介入変数を適用した被験者間多層ベースライン（multiple baseline across subjects）は，１編（③）
だけあった．

３．独立変数と従属変数

　独立変数では，応用行動分析の強化の原理を応用し，標的行動の生起頻度を増大あるいは生起確率を増大・
維持させるための結果刺激である「強化子；reinforcer」（Alberto  &  Troutman，1999/ 佐久間ら訳，2011）を，
介入期に用いた研究が 5 編（①，④，⑤，⑥，⑦）であり，これらは応用行動分析の行動原理に基づいて
アセスメントし，行動随伴性について考察していた．強化子の種類は様々ある中で，5 編はいずれも望まし
い行動の直後に社会的強化子の１つである言語的賞賛を入れており，中には身体接触（肩～背部をさする）
という社会的強化子も合わせ，強化子提示のタイミングパターンを変化させるなどの工夫をしていた．
　従属変数では，対象文献で評価指標に統計学的手法を入れていたのは，わずか 2 編のみであり，しかも，
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表１ 行動分析学の視点が入った準実験による看護研究の概要（2007 年～ 2017 年）
番号 /
著者 /
発表年

テーマ A. 目的 B. 対象 C.
デザイン D. 独立変数（介入支援・強化刺激） E. 従属変数

（評価指標・標的行動） F. 結果

①
浅見ら
/2016

妊娠糖尿病
と診断され
た褥婦への
産後早期の
FU 応 用 行
動分析学的
介入の活用

妊娠糖尿病（GDM）
と診断された褥婦
への，産後早期の
FU として，セルフ
ケ ア 行 動 の う ち，
食事・体重日誌の
記録を標的行動と
して応用行動分析
学的介入の活用に
ついて検討する．

A 病院で妊娠糖尿
病（GDM）と診断
され，食事療法と
体重コントロール
を指導されていた
褥婦 4 名

ＡＢデザ
イン

介入 1：産褥 4 日目　1）助産師がリー
フレットでの糖尿病発症予防のための
退院後の生活指導．2）食事・体重日
誌を用いたセルフモニタリング方法の
説明と，対象者との達成可能な目標体
重の協同設定介入２：2 週間後の検診
３）対象が持参した日誌（食事回数や
体重測定記録〉への言語的賞賛　4）
産後の生活状況について半構造化面接
での確認と，必要時に代替案や工夫の
提案．

1）体重の記録の実施率と
体重の推移．2）食事回数
の記録と 3 回食実施率．

BL（ 非 妊 時 ） の ３ 回 食 事 実 施 率
は 80.7 ％ ～ 87.3 ％ 体 重 測 定 実 施
率は０～ 87.5％であったが，介入
後 は １ 日 ３ 回 食 の 実 施 率 68.5 ％
～ 100%，体重測定実施率は全員
100％へと実施頻度はともに増加し
た．

②
山内ら
/2014

【 看 護 ケ ア
プログラム
の体系化に
向けて－看
護研究と行
動分析学】
[研究2］保
育園児への
歌を用いた
手洗い指導
プログラム
の効果

手指洗浄に必要と
なる行動を振りつ
けたる「手洗いの
歌」を制作し，教
示及び模倣を含む
手洗い指導プログ
ラ ム を 作 成 し，4
歳児の手指洗浄行
動の形成の効果を
検討する．

愛知県内の保育園
（1 施設）の 4 歳児
ク ラ ス の 園 児 で，
保護者から同意が
得られ，かつ全セッ
ションに出席した
16 名

ＡＢデザ
イン

「手洗い指導のための絵本」及び「ア
ルプス一万尺」を原曲として制作した

「手洗いの歌」を用具とし実施した（手
洗い指導プログラム：保育室での 2 回
の教示，手洗い場における歌とモデル
の提示 11 回，モデルの除去 5 回）．

手洗い行動の達成基準を
設定して，個別の手洗い
行 動 を 観 察 し， 点 数 に
よって評価し，石鹸洗浄
の評価項目 16 項目とす
すぎに関する評価項目 9
項目の合計 25 項目行動
の成果としてその総得点

（最高得点 25 点）を評価
する．

対象児 16 名中 13 名が手洗い評価
総 得 点 25 点 の 90% 以 上（23 点 ）
を獲得．手指洗浄行動の形成が認め
られ，そのうち，７名は BL 期に，
総得点が増加傾向を示した状態でプ
ログラム期が導入されたために，効
果を判定することができなかった
が，残る９名はプログラム期に総得
点を増加させ，FU 期に総得点が維
持した．

③
廣島ら
/2014

【 看 護 ケ ア
プログラム
の体系化に
向けて－看
護研究と行
動分析学】
[研究1］心
臓手術後リ
ハビリテー
ションにお
ける運動の
自律的調整

従来の心臓リハビ
リテーションの評
価に加えて，患者
が入院中に自らの
歩行後の血圧・脈
拍が安全な範囲で
あ る か ど う か を，
セルフモニタリン
グすることを中心
とした自律的調整
プログラムを導入
し，その効果を検
討する．

術前に呼吸機能低
下，下肢の機能障
害または貧血所見
がなく，虚血性心
疾患，心臓弁膜症，
先天性心疾患また
は胸部大動脈瘤の
ための開心術を受
け た 患 者． 群 1 の
患者16名（男性8名，
女性 8 名）51 歳～
78 歳と群 2 の者 7
名（男性 5 名，女性
2 名）56 ～ 67 歳．

被験者間
多 層ＢＬ

（一部ＡＢ
デザイン）

当該施設の従来の心臓リハビリテー
ション法に「歩数測定と自己記録」及
び「歩行後の Borg Scalr での被験者自
身による自覚症状の自己記録」を加え
た自律的調整プログラム（BL）および，

「歩行後の血圧・脈拍測定と自己記録」
「歩数が安全域にあったかの自己評価」
「安全域の掲示と目標に向けた歩数調
整法の教示用紙のと教示」によるセル
フモニタニング（介入群）を実施する

（退院時目標の１日の総歩数 5000 歩）．

BL： 対 象 者 の 自 己 記 録　
1）起床時から就寝時ま
で生活習慣記録機を装着
し１回の歩行ごとに，歩
数・歩行前後の時間・歩
行目的と場所の記録．2）
Borg Scalr での自覚症状．
介入群：上記 1）2）以外
に 3）血圧と脈拍を測定．
4）医療者から掲示された

「安全域掲示と目標に向
けた歩数調整法の教示用
紙」との照合，総歩数の
増加．

対象群：16 名中 15 名が Borg Scalr
は 13 以下で，退院までに総歩数が
目標に到達した者は 1 名，4000 歩
は 4 名，3000 歩 は 5 名，3000 歩
未満は 4 名，2 名が開始時より減少
した．介入群：7 名（1 日にて退院
者 1 名除く）のうち，目標値への到
達は 3 名であった．残りの 3 名は
合併症発症による中断 1 名，介入
条件以外の影響での到達 1 名，介
入条件の効果なし 1 名であった．

④
矢作
/2013

運動障害性
構音障害患
者に対する
身体接触の
有 効 性  失
声状態と拒
否的言動に
対するアプ
ローチ

言語聴覚療法に対
し拒否的な患者に
対し，適切な発語
行動が生じた際に
身体接触を随伴さ
せた行動分析学的
介入を行い，適切
な発語行動と拒否
的な発語数に及ぼ
す効果をシングル
ケースデザインを
用いて検討する．

右内頸動脈閉塞に
よる脳梗塞を発症
した 64 歳女性，改
訂長谷川式簡易知
能評価スケール 17
点，Br unn st rom 
Recovery Stage は
上肢Ⅱ，手指Ⅰ，下
肢Ⅱ，舌の微細運動
が困難で，全般的な
音の歪みや摩擦音
が無声化．日常会話
は失声になる患者．

ＡＢＡＢ
デザイン

（ＢＬ；４
回，身体
接 触 ；８
回，除去；
４回，再
介入；４
回）

患者は約 25 分間の言語聴覚療法（頭
頂部・肩のストレッチ，舌の運動，腹
筋群の収縮を促しての発声，歌唱）で，

「BL 条件・除去条件」では対象者の正
面に座り，復唱に成功したとき音声言
語で賞賛．「身体接触条件・再介入条件」
では対象者の左側に座り，復唱の成功
時に音声言語で肩から背部をさすって
賞賛．

1）声量を測る指標：復唱
による発話 2」やる気を
測る指標：拒否的言動（｢
お父さん」「嫌だよ」「疲
れた」の 3 語）と，復唱
が出来た時に言語聴覚士
が行った賞賛に対する ｢
ありがとう｣ の発話数③
統計的手法：マンホイッ
トニー U 検定による「BL
条 件 」「 身 体 接 触 条 件 」

「除去条件」「再介入条件」
の比較．

1）復唱可能になった文節数は，BL
に比べて身体接触条件，また除去条
件に比べて再介入において，有意に
増 加（P<0.01 ～ 0.05）．2）言 語 聴
覚療法に対する拒否的言動数も，BL
に比べて身体接触条件，また除去条
件に比べて再介入条件において，有
意 に 減 少 し（P<0.01 ～ 0.05），3）

「ありがとう」の表出回数も，BL に
比べて身体接触，また除去条件より
再介入において，有意に増加した．
また日常生活での失声状態が改善し
た．

⑤
小林ら
/2011

豊富な実践
経験を有す
る介護老人
保健施設看
護職員に対
する応用行
動分析学の
技法を用い
た移乗介助
技術指導

担当入所者への過
剰介助から廃用性
の機能低下を促進
させる可能性の高
い看護職員 1 名に
応用行動分析学の
技法を用いたベッ
ドから車椅子への
移乗介助の方法を
指導し，その効果
を分析することで
行動論的な介助指
導の意義と課題に
ついて検討する．

総合病院に約 15 年
勤務し，認知症患
者などの日常生活
介助の経験にも豊
富である介護老人
保健施設に勤務す
る正看護師 43 歳

ＡＢデザ
イン＋Ｆ
Ｕ

1）DI：講義形式（90 分× 1 セッショ
ン）による行動分析学の枠組みと SLP

（発達障害児の問題行動の変容を目的
に開発された行動分析学の応用技法の
１つ）を用いた移乗介助の方法の指導  
2）MF：対象者が研究者のモデルを参
考にして，入所者 C（廃用性機能低下
が危惧される 81 歳女性）に移乗介助
を行い，研究者が対象者にフィード
バックにより賞賛や承認などの強化を
行う（週 1 回× 7 セッション）．

目標：1）対象者が入所者
C へ適切な介助を，SLP
による評価基準を研究者
が移乗介助評価用に修正
したもの（移乗課題を 5
つ の 単 位 行 動 分 割 ） を
使 っ て 行 う こ と が 出 来
る．2）入所者 C の単位行
動が軽度の介助で生起で
きる .

1）適 切 介 助 率（ 適 切 介 助 数 / 総
介 助 数 × 100） の BL で は， 平 均
10.2％，DI 後に平均 13.3％に MF
導入後 52.5％～ 85％へ変動し，FU
時 に は 70 ％．2）身 体 接 触 率（ 身
体接触時間 / 介助に要した時間×
100）の BL では，平均 80.8％．DI
のみでは平均 84.0％に，MF 導入
後平均 61.7％へ変動し，FU 時には
50％．3）入所者 C も BL 時には大
幅な過剰介助（全・部分的身体介助）
での課題遂行が，介入後は必要最小
限のある声掛け・待機での遂行に移
行し，FU 時でもほぼ維持していた．

⑥
鈴木ら
/2010

重度の認知
障害と重度
の右片麻痺
を呈した対
象者に対す
る日常生活
動作訓練の
効果

重度の認知障害と
重度の右片麻痺を
呈した対象者に対
する身体的ガイド
法を用いた日常生
活動作訓練の効果
を明らかにする．

右利きの左大脳半
球 の 脳 梗 塞 の 70
歳男性．重度の右
片麻痺で，標準失
語症検査及び WAB
失語症検査Ⅱ－ A
では課題内容を理
解できず，施行不
可能。感情の起伏
が激しく，明確な
理由のない頻繁な
暴力がある

ＡＢＡＢ
デザイン

1）BL 期：日常の介助頻度の高い 12
項目の動作に対応する手がかり刺激を
動作の開始前に対象者に提示し，口頭
指示にて動作を促し，自力可能なら賞
賛  2）介入期：BL の賞賛に加え身体
的ガイド法にて，課題を完遂させる  
3）PR 期（訓練後の評価期）：BL 期と
同じ．4）再介入期  5）第 1FU 期：手
掛かり刺激のみで遂行可能な動作項目
を看護師が口頭にて情報提供．6）再々
介入期：2）と同じ内容の介入．7）第
2FU 期：第 1FU 期と同じ内容．

1）自力で遂行した介助協
力動作項目数  2）Barlow 
and Hersen の方法に従い
各段階における Slope（各
段 階 の 初 回 お よ び 採 集
データの比）と level（前
の段階における最終デー
タを次の段階のおける初
回データで除した値）の
変化の比較．

1）BL 期：自力遂行したのは 12 項
目中最大 3 項目．2）介入期：自力
遂行動作は 12 項目中 7 項目．3）
PR 期：手掛かり刺激提示後に自力
動作項目数が減少傾向を示し，4）
再介入期：手掛かり刺激提示後の
自力動作項目数は再び増加傾向を
示した．5）第 1FU 期：12 項目中 5
項目まで減少  6）再々介入期：再度
12 項目中 7 項目に増加．7）第 2FU
期：第 1FU 期同様に 5 項目に減少 .

⑦
齋藤ら
/2008

高齢変形性
膝関節症患
者の歩数増
加を目標と
した応用行
動分析学的
介入

歩行運動の定着が
困難であった高齢
変形性膝関節症患
者 1 例に，歩行運
動量の増加を目標
とした応用行動分
析学的介入を行い，
介入効果について
SCD を用いて検討
する．

両側変形性膝関節
症と第 4 腰椎分離
辷り症のため，左
人工膝関節全置換
術と第 4 腰椎椎弓
切除術後約 1 年 5
か月後に ADL の改
善目的で入院して
いる 72 歳女性．

ＡＢデザ
イン

1）一日の歩行運動の目標値の具体的
な設定，および聴覚刺激とグラフ（歩
数の経時的変化）での視覚刺激を併用
提示．2）歩行運動の必要性と効果（全
身持続力の改善，下肢筋力の維持，歩
行疲労感の軽減）の教示  3）歩行運動
に対する注目と賞賛（理学療法中と理
学療法時間以外の歩行運動時の賞賛）   
4）歩行運動に伴う膝関節痛や疲労感
への対処方法の提示．

多 機 能 歩 数 計 に て 測 定
さ れ た 3 項 目（ ① 理 学
療 法 時 間 中 ② 理 学 療 法
時 間 以 外 ③ 1 日 の 総 歩
数）の平均歩数と歩数の
経時的変化のグラフ化，
Celeration line を 基 に し
た二項検定による基礎水
準測定期（A 相）と介入
期（B 相）の比較．

歩数の Celeration line は理学療法時
間中のすべての B 相で A 相を上回
り，理学療法時間以外や 1 日の総歩
数では，B 相の 18 回中 17 回が上
回り，二項検定でも B 相では有意に
高かった（p<0.01）最大歩行速度
や FIM（機能的自立度評価）は AB
相前後での顕著な変化はなかった．
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マン・ホイットニー U 検定（Mann-Whitney U Test）（④）と，二項検定（⑦）といった推測統計的方法だ
けであった．

４．倫理的配慮

　倫理委員会の承認を得て研究していたのは 2 編（②，③）だけであり，倫理委員会ではなく，所属病院
の承認を得て実施していたのは 1 編（①）であった．また研究前に主旨および方法を対象者に説明したの
みの記載しかなかったのが 1 編（⑥），残り 3 編（④，⑤，⑦）については，倫理的配慮についての記述がまっ
たくなかった．

Ⅵ．考察

　結果から SCD の看護研究における課題（対象選択，研究倫理，内的妥当性，評価の信頼性）および今後
の SCD の推進に向けて考察する．

１．対象選択

　SCD の研究では，BL 期間中および介入期間中に，幾度となく評価指標とする標的行動を測定するため，
慢性期あるいはリハビリテーション期にある比較的症状や測定値が安定（固定）している患者あるいは健康
な者（児）は，介入効果を判断しやすいこともあって，対象者として選択されることが多いと考える．
　しかし，急性期の術後の患者を被験者とした場合（③）のように，事前に予測できない合併症の発症によ
り，研究が中断することになったり，入院期間（研究期間）が限定されたりなど， 臨床場面において，SCD
を用いた準実験研究では，取り扱いにくい対象は少なくなく，対象者選択および選択との交絡の脅威を排除
することは難しいという課題もある．
　また，石井（2014）が指摘しているように，SCD は，一般化可能性（外的妥当性）を保証するために，
多くの反復実験（replication）が必要になり，逆に RCT などの群間比較法に比べて手間がかかるという課題
もあると考える．

２．研究倫理

　2003 年に厚生労働省が，「臨床研究における倫理指針」（厚生労働省，2003）を策定しガイドラインを
示してはいるが，3 編の研究は対象者への倫理的配慮についての記述がなかった．
　研究対象者は，研究の目的，方法，期待される結果と，対象者にとっての研究協力に関する利益，不利益
などを伝えた上で，同意を得たことを明確に記載する必要がある．SCD の研究の場合，事前に研究趣旨を開
示すれば，参加者の行動に変化が生じ（ホーソン効果），それが自発的行動であるか否かの分析は難しくな
るのを避ける必要がある．そのため，介入後は，誠実にできるだけ早くデブリーフィング（debriefing）を
実施し，対象者に真の研究目的を説明することが求められる．SCD での研究計画を立てる時には，臨床で
の介入途中で，予測し得なかった状況やリスクが発生する可能性もあり，綿密に倫理的側面を意識しながら
立案し，第三者による倫理審査を受ける必要があると考える．

３．内的妥当性

　医療介護現場では対象者に対して，色々な治療やかかわりが行われていることから，環境変数を同定でき
ず，複数の介入プログラムを同時に実践してしまい，介入方法自体が一定しないことがあると述べている

（藤原，2015）．それ以外にも，介入中に対象者に新たな服薬が開始されたり，介入プログラム以外の関わ
りが統制できなかったりすると，介入効果を明らかにできないといった医療現場ならではの内的妥当性への
脅威に対処することが必要になってくる．そのためにも，今回最も多かった独立変数操作が，単なる事前と
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事後デザインである AB デザインによる研究ではなく，少なくとも，事後，つまり介入期（B）の変化が介
入によるものであることを結論付ける ABA デザインへの見直しが必要であると考える．
　多層ベースライン（multiple baseline）は，もともと，ABAB デザインのような治療を中断することを避
けるためにできた実験デザインであり，治療変数のコントロール作用を直接的に明らかにする上では，ABA 
デザインのように強力なデザインではない（David & Michel，1984/ 高木ら監訳，2014）．しかし，医療現
場では単なる介入効果の検証だけにとどまらず， 倫理的にも効果を持続させ，不可逆的な変化を及ぼすこと
も求められており，看護場面での研究では，内的妥当性が最も低い AB デザインではなく，多層ベースライ
ンデザインを選択し，実験研究していくことが最適であろうと考える．

４．研究評価の信頼性

　多くの SCD の介入効果評価の方法が，データをグラフ化し，目視で判断する視覚的判断であり，この評
価の信頼性や測定精度について，様々な研究者が疑問を呈している（井垣，2015）．これを補うために，山
田（2015）は，SCD の研究での処遇効果の大きさを，メタ分析とも関連がある記述統計的方法（効果量；
effect size）で表現しようとする試みが，近年は多くの心理学領域の研究者によって提案されていると述べ
ている．看護学領域においても， 客観的な効果の指標として効果量を用いていくべきであろうと考える．
　加えて，SCD の看護研究においても，従属変数が予測できない探索的な研究段階では，統計学的方法の
適応は難しいが，反復実験が進み，従属変数がある程度予測できる段階であれば，介入効果評価に統計学的
手法を入れていくことで，さらに信頼性の高い実験方法として， 普及していくことも可能であろうと考える．

５．今後の SCD の推進に向けて

　今回の文献検討の結果，行動変容法の知見を蓄積してきた応用行動分析が，国内においても，看護分野の
研究に普及しつつあるようだが，行動分析学の視点が入った準実験による看護研究は多くはない．因果関係
の探索段階において，実験デザインである SCD が，有効であることへの認知度が低い（井垣，2015）こと
も影響していると考える．
　SCD は，行動分析学の研究だけという慣例ではなく，SCD を様々な臨床における対象の因果仮説検証の
ために，柔軟に研究や実践の道具として，使用できるのではないかと考える．すでに平山ら（2002）は，
行動分析学以外のソーシャルワークの領域においても利用しており，患者一人ひとりの個別の変化や反応に，
対応できる SCD で導き出された知見を，個人に還元できる点からも，看護研究に適したデザインではない
かと考える．
　質的研究においても，患者の行動に焦点を当てた場合，その増減を量的に記述したり，行動の誘因を同定
したりして，行動分析学の手法をもっと取り入れていくべき（田垣，2015）であり，さらに，SCD は混合
研究法（またはトライアンギュレーション；triangulation）としても，活用できると考える．すでに上記で
述べたように，SCD という実験デザインには乗り越えるべき数多くの課題があり，今後は，看護研究におい
て，内的妥当性の高い多層ベースデザインや，信頼性の高い評価指標（統計分析）を従属変数に入れていく
など，エビデンスを高める工夫が必要になっていくだろうと考える．
　また，看護基礎教育において , 行動分析学や SCD も含めた様々な実験デザインについて学ぶ機会はほと
んどなく，行動分析学の視点を入れて看護の臨床場面で実験的介入を推進していくには，行動分析学や SCD
対する知識と研究手法を臨床の看護職者が学習する機会を増やしていくことも必要であると考える．

Ⅴ．本研究の限界

　本研究では，データベースを医中誌 WEB とメヂカルオンラインだけを用いて検索したため，国内の研究
報告をすべて網羅できていない可能性がある．また，キーワードに“行動分析学”を用いたが， “行動分析”
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を用いて検索し，実験看護研究を選別した場合，得られる文献数が異なる可能性が考えられ，検索されなかっ
た文献がある可能性は否定できない．

Ⅵ．結論

　我が国の 2007 年から 2017 年の行動分析学に基づいた準実験による看護研究の 7 編（原著論文）を分析
した結果，以下のことが分かった．
１ ．実験研究の目的では，行動分析学に基づいた介入の効果を検討したものだけではなく，研究の道具とし

て SCD を使用している看護研究があった．
２ ．研究デザインは，介入効果を持続させながら検証できる多層ベースデザインは 1 編であり，大半が内

的妥当性の低い AB デザインであった．
３．独立変数に社会的強化子としての言語的賞賛を入れた研究が 5 編と多かった．
４ ．従属変数の介入効果評価に統計学的手法を入れたものが 2 編しかなく，信頼性のある評価指標として

の課題があった．
５．倫理的配慮に課題がある研究が多く，倫理上の手続きを十分にしていた研究は 2 編のみであった．

　本研究に関連して，開示すべき利益相反状態は存在しない．
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